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柏崎刈羽原子力発電所原子力事業者防災業務計画の読み替えについて 

 

 

 令和５年１０月１日施行の国土交通省組織令の改正による国土交通省の組織

改編に伴い、「柏崎刈羽原子力発電所 原子力事業者防災業務計画」の修正が

必要になりました。 

本修正は、原子力規制委員会作成の「原子力事業者防災業務計画の確認に係

る視点等について」に記載の「変更内容が軽易である場合」として扱い、別紙

のとおり２０２３年１０月５日より読み替えて運用し、次回改定時にまとめて

修正することにいたします。 

 

 

別紙 

・柏崎刈羽原子力発電所 原子力事業者防災業務計画読み替え前後比較表 

 

 

以 上 
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柏崎刈羽原子力発電所 原子力事業者防災業務計画 読み替え前後比較表 

頁 現 行 読替後 備 考 
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柏崎刈羽原子力発電所 原子力事業者防災業務計画 読み替え前後比較表 

頁 現 行 読替後 備 考 

Ⅱ-5 

別図２-４　原子力災害対策特別措置法第１０条第１項に基づく通報経路（２／２）
（２）事業所外運搬での事象発生時の通報経路

事象発生場所を管轄する都道府県知事

事象発生場所を管轄する市町村長

事象発生場所を管轄する警察本部

事象発生場所を管轄する消防本部

事象発生場所を管轄する労働基準監督署

事象発生場所を管轄する海上保安部

柏崎刈羽原子力規制事務所

経済産業省東北経済産業局総務企画部総務課

国土交通省海事局検査測度課
（事象発生場所が海上の場合）

国土交通省自動車局車両基準・国際課
（事象発生場所が陸上の場合）

（国土交通大臣）

内閣府（内閣総理大臣）

原子力規制庁　緊急事案対策室
（原子力規制委員会）

経済産業省　資源エネルギー庁
原子力政策課

内閣官房

内閣府政策統括官（原子力防災担当）付

社内関係箇所

：原子力災害対策特別措置法第１０条第１項に基づく通報先

：電話によるファクシミリ着信の確認

：ファクシミリによる送信

：電話等による連絡

通報連絡責任者

事象発見者
(事業所外運搬責任者)

原子力防災管理者

本社連絡責任者（不
通時は第１代行者又
は第２代行者）

別図２-４　原子力災害対策特別措置法第１０条第１項に基づく通報経路（２／２）
（２）事業所外運搬での事象発生時の通報経路

事象発生場所を管轄する都道府県知事

事象発生場所を管轄する市町村長

事象発生場所を管轄する警察本部

事象発生場所を管轄する消防本部

事象発生場所を管轄する労働基準監督署

事象発生場所を管轄する海上保安部

柏崎刈羽原子力規制事務所

経済産業省東北経済産業局総務企画部総務課

国土交通省海事局検査測度課
（事象発生場所が海上の場合）

国土交通省物流・自動車局車両基準・国際課
（事象発生場所が陸上の場合）

（国土交通大臣）

内閣府（内閣総理大臣）

原子力規制庁　緊急事案対策室
（原子力規制委員会）

経済産業省　資源エネルギー庁
原子力政策課

内閣官房

内閣府政策統括官（原子力防災担当）付

社内関係箇所

：原子力災害対策特別措置法第１０条第１項に基づく通報先
：電話によるファクシミリ着信の確認
：ファクシミリによる送信
：電話等による連絡

通報連絡責任者

事象発見者
(事業所外運搬責任者)

原子力防災管理者

本社連絡責任者（不
通時は第１代行者又
は第２代行者）

国土交通省

の組織改編

に伴う読み

替え 
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柏崎刈羽原子力発電所 原子力事業者防災業務計画 読み替え前後比較表 

頁 現 行 読替後 備 考 

Ⅱ-7 

別図２-５　原子力災害対策特別措置法第１０条第１項の通報後の連絡経路（２／２）
（２）事業所外運搬での事象発生時の連絡経路

事象発生場所を管轄する都道府県知事

事象発生場所を管轄する市町村長

事象発生場所を管轄する警察本部

事象発生場所を管轄する消防本部

事象発生場所を管轄する労働基準監督署

事象発生場所を管轄する海上保安部

柏崎刈羽原子力規制事務所

経済産業省東北経済産業局総務企画部総務課

現地事故対策連絡会議，原子力災害合同対策協議会
又は原子力災害現地対策本部　※

事象発生場所を管轄する
都道府県災害対策本部　※

事象発生場所を管轄する
市町村災害対策本部　※

国土交通省海事局検査測度課
（事象発生場所が海上の場合）

国土交通省自動車局車両基準・国際課
（事象発生場所が陸上の場合）

（国土交通大臣）

本社対策本部
情報班長

内閣府（内閣総理大臣）

原子力規制庁　緊急事案対策室
（原子力規制委員会）

経済産業省　資源エネルギー庁
原子力政策課

内閣官房

原子力災害対策本部（内閣府内）
又は関係省庁事故対策連絡会議　※

社内関係箇所

　　　　　：原子力災害対策特別措置法第２５条第２項に基づく応急措置の概要報告先
　　　　　：ファクシミリによる送信
　　　　　：電話等による連絡
　　　※　：災害対策本部等が設置されている場合に限る。

発電所対策本部

発電所対策本部各班長

事象報告

発電所対策本部長

指示

別図２-５　原子力災害対策特別措置法第１０条第１項の通報後の連絡経路（２／２）
（２）事業所外運搬での事象発生時の連絡経路

事象発生場所を管轄する都道府県知事

事象発生場所を管轄する市町村長

事象発生場所を管轄する警察本部

事象発生場所を管轄する消防本部

事象発生場所を管轄する労働基準監督署

事象発生場所を管轄する海上保安部

柏崎刈羽原子力規制事務所

経済産業省東北経済産業局総務企画部総務課

現地事故対策連絡会議，原子力災害合同対策協議会
又は原子力災害現地対策本部　※

事象発生場所を管轄する
都道府県災害対策本部　※

事象発生場所を管轄する
市町村災害対策本部　※

国土交通省海事局検査測度課
（事象発生場所が海上の場合）

国土交通省物流・自動車局車両基準・国際課
（事象発生場所が陸上の場合）

（国土交通大臣）

本社対策本部
情報班長

内閣府（内閣総理大臣）

原子力規制庁　緊急事案対策室
（原子力規制委員会）

経済産業省　資源エネルギー庁
原子力政策課

内閣官房

原子力災害対策本部（内閣府内）
又は関係省庁事故対策連絡会議　※

社内関係箇所

　　　　　：原子力災害対策特別措置法第２５条第２項に基づく応急措置の概要報告先

　　　　　：ファクシミリによる送信

　　　　　：電話等による連絡

　　　※　：災害対策本部等が設置されている場合に限る。

発電所対策本部

発電所対策本部各班長

事象報告

発電所対策本部長

指示

国土交通省

の組織改編

に伴う読み

替え 

 


